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研究成果の概要： 
 
本研究は、法曹の新職域として注目が集まっている弁護士業務の調査研究を行い、これに法

領域横断的な理論的検討を加えることを通じて、近未来における法曹新職域のグランドデザイ

ンを提示することを目的とする研究プロジェクトであった。本研究では、諸外国の法曹とその

養成課程に関する現状と課題を明らかにするとともに、主として最先端の企業法務を対象とす

る聞き取りおよびアンケート調査を実施し、法曹の職域の今後に関する模索的な研究を行った。

本研究で特に力を入れたのは、全国 2000 社を対象とする「企業における弁護士ニーズに関す

る調査」、大阪弁護士会会員の約半数にあたる 1500 名を対象とする「弁護士業務に関するアン

ケート調査」、そして全国の企業内弁護士 259 人を対象とする「組織内弁護士の業務に関する

アンケート調査」という 3 つのアンケート調査であった。それゆえ、本研究では、主として企

業関連の弁護士の新しい職域の動向を明らかにすることとなった。 
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１．研究開始当初の背景 

 

 
本研究を企画立案した平成 16 年度は法科

大学院が設置された年度であり、法科大学院
修了生の就職先である法曹の職域への関心

が高まっていた。もっとも、当時の議論は、
既存の職域の延長線上で法曹のキャリアパ
スを議論することに終始しており、可能的近
未来の弁護士の職域構造を見据え、実証的デ
ータに基づいて法曹の新職域について検討



 

する議論はほとんど行われてこなかった。そ
こで、本科研費研究グループ（大阪大学「法
曹の新しい職域」研究会は、この議論状況に
突破口を開き、実証的データに基づいて法曹
職域の構造変動を明らかにし、それに基づい
て法曹のこれからのキャリアパスについて
明らかにしようと考えるに至った。 
 
２．研究の目的 
 
 以上の経緯から、本研究は、法曹の新職域
とされる弁護士業務について、企業側のニー
ズと弁護士側のシーズとの両面から実態調
査を行い、これに法領域横断的な理論的検討
を加えることを通じて、近未来における法曹
新職域のグランドデザインを提示すること
を目的とすることになった。 
 
３．研究の方法 
 
 本研究では、諸外国の法曹とその養成課程
に関する現状と課題を明らかにするととも
に、主として最先端の企業法務を対象とする
聞き取りおよびアンケート調査を実施し、法
曹の職域の今後に関する模索的な研究を行
うことになった。諸外国の法曹とその養成課
程については、対象国で法科大学院等の法曹
養成に携わっている研究者を招聘して研究
会を開催し、意見交換を行うとともに、授業
の総合演習枠を利用して諸外国の留学生（ア
ジア太平洋諸国中心）を集め、様々な諸国の
法曹養成制度について意見交換した。法曹の
職域の実態調査としては、全国 2000 社を対
象とする「企業における弁護士ニーズに関す
る調査」、大阪弁護士会会員の約半数にあた
る 1500 名を対象とする「弁護士業務に関す
るアンケート調査」、そして全国の企業内弁
護士 259 人を対象とする「組織内弁護士の業
務に関するアンケート調査」という 3 つのア
ンケート調査を実施し、企業における弁護士
業務を中心として比較検討を行った。 
 
４．研究成果 
 
本研究では、諸外国の法曹職域動向を手が

かりに、弁護士の職域は、訴訟重視で社会正
義志向の強い従来型の弁護士業務からビジ
ネス志向で予防法務を中心とする新しい業
務に向けて拡大しつつあるという作業仮説
を立て、国内で実施した 3 つのアンケート調
査はこれを実証的に裏付ける試みであった。
だが、実施した調査によるかぎり、この作業
仮説にあてはまるような先端的業務に弁護
士を使うつもりがある企業は、わが国では組
織内弁護士を雇うような一部の大企業に限
られており、大半の企業は従来型の業務しか
弁護士に期待していないことが確認された。

もっとも、それらの企業もビジネス志向の予
防法務領域に高い関心を示しており、弁護士
養成のあり方が変わり、企業の弁護士イメー
ジが変わりさえすれば、潜在的ニーズが顕在
化され、弁護士需要が大きく拡大する可能性
があることも確認された。今後はさらに、企
業における弁護士像がどのように変化しつ
つあるかについて研究を進め、本研究の成果
を法曹のキャリアパス拡張のために生かし
ていきたい。 
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